
循環型社会形成推進基本計画（平成 25年５月閣議決定）（抄） 

 

※検討会資料として本資料を用いるにあたっては、原文では挿入されていた用語に係る注釈は削

除している。また、特に本検討会に関係すると考えられる記述については網掛けとしている。 

 

第１章 現状と課題 

第１節 現状 

１ 循環型社会形成をめぐる国内外の情勢 

古紙、鉄スクラップ、鉱さい、廃プラスチックなどの循環資源の我が国からの輸出

量は、新興国をはじめとする途上国の旺盛な資源需要を背景として、2000 年から

2010 年にかけて、約 3.4 倍に増加している。比較的 GDP が高い国における処理能

力は一定程度向上しているものの、十分な処理能力を有しない国も多く、施設整備が

行われている国であっても、施設以外の不適切な場所で処理やリサイクルが実施され

ることもあることから、有害物質を含む電気電子機器廃棄物（E-waste）やプラスチ

ックごみ等が不適正に処分され、環境汚染を引き起こしている事例も発生している。 

 

第２節 取り組むべき課題 

前節でみた循環型社会形成をめぐる現状を踏まえ、環境と経済が好循環する持続可能

な循環型社会を形成するために、今後取り組むべき主な課題は以下のとおりである。 

 

（６）国際的取組 

廃棄物の輸出入については、循環資源の国際的な移動が加速する中、依然として

廃棄物の不法輸出入も見られ、更なる水際対策の強化が必要である。 

他方、国際的な循環資源の移動は、適切に行われれば環境負荷の低減や資源の有

効利用に資する場合もあることから、国内での利用状況を踏まえた上で、輸出入後

に環境汚染が生じないことを確保しつつ、適切な場合には循環資源の国際移動の円

滑化を図る必要がある。 

 

  

第２章 循環型社会形成に向けた取組の中長期的な方向性 

循環型社会を形成するためには、持続可能な社会の実現を見据え、循環型社会に至る

中長期的な方向性を各主体が共有した上で、相互に連携・協働しながら自らの役割を果

たしていくことが必要不可欠となる。 

このような各主体の取組が十分なされることにより、2030 年（平成 42 年）頃まで

に次のような循環型社会の形成を目指す。 

 

参考資料１ 



第５節 国際的取組 

 アジア３Ｒ推進フォーラム等を通じた多国間の国際協力の推進や国際機関等との連

携、二国間の国際協力や静脈産業をはじめとする循環産業の海外展開、適正な循環資源

の輸出入管理などを通じて、我が国が世界の環境負荷低減に貢献する社会を目指す。 

（中略） 

 例えば、規模を拡大し、体力と技術力を備えた我が国循環産業がビジネス面から世界

の循環型社会の構築に重要な役割を果たし、途上国では適切な処理が困難なものの、資

源価値がある国外廃棄物について、積極的に受入れ、処理することで、途上国における

環境・健康への悪影響の低減と資源としての有効活用が図られる。（中略）さらに、国

際的な資源需給動向を踏まえ、国内での有効利用に限界があるものは海外に適正なかた

ちで輸出され有効活用が図られる。 

廃棄物の不法輸出入は見られなくなり、バーゼル条約等に基づく不法輸出入対策等の

取組に関して、我が国が途上国における執行の支援などこれまで以上に積極的な役割を

果たしていく。国際的な資源循環に資する環境上適正な管理（ESM）の枠組みづくり

や、ESM の基準を満たす施設の相互承認も進む。 

（中略） 

これらを通じて、世界的な環境負荷の低減や国際的な循環型社会形成の推進とともに、

我が国経済の活性化や資源確保が一体的に実現される。 

 

 

第５章 国の取組 

国は、第１章第２節の課題を十分に踏まえ、第２章で掲げた持続可能な循環型社会を

形成するために、重点的に循環型社会に係る施策を実施する。 

具体的には、今後、世界全体で化石系資源や有用金属の資源制約が強まることが予想

されることに加え、安全・安心が確保された循環資源の流れを構築することがより重要

となっていることを踏まえ、これまでの取組で進展した循環の量に着目した取組に加え

て、有用金属のリサイクルや循環資源・バイオマス資源のエネルギー利用など循環資源

等の高度利用・資源確保や、安全・安心の確保等の循環の質にも着目し、以下の取組を

進める。 

 

② 廃棄物等を貴重な資源として捉え、そこから有用な資源を回収したり、エネルギ

ー源として利用したりするなど、その有効活用を図ることとし、資源確保の観点を

強化する。また、海外では適正な処理が困難で資源戦略上価値の高い廃棄物等につ

いては、我が国への輸入を積極的に行う。 

③ 有害物質の混入防止・適正処理、廃棄物処理体制の充実、有害物質情報に関する

情報共有と関係者間の意思疎通・理解の促進、不適正輸出に係る水際対策の強化な



どの安全・安心の観点からの取組を拡充する。 

 

第３節 国際的取組の推進 

２ 循環資源の輸出入に係る対応 

国際的な循環資源の移動は、適切に行われれば、環境負荷の低減や資源の有効利用

に資する一方、輸出先で不適正な処理が行われた場合には環境汚染を生じさせるおそ

れがある。 

このため、循環資源については、①まず国内で適正に処理することを原則とした上

で、②循環資源の性質に応じて、国際的な循環資源の移動が環境負荷の低減や資源の

有効利用に資する場合には、国際的な移動の円滑化を図ることが重要である。 

これらを踏まえ、以下の取組を進める。 

 

① 有害廃棄物等の国際的な移動による環境汚染を防止するため、有害廃棄物の不法

輸出入防止に関するアジアネットワークにおける参加国・関係国際機関との連携強

化や、バーゼル条約の規制対策を明確化するための告示の改正などを行い、水際対

策を強化する。 

 

② 途上国では適正な処理が困難であるものの我が国では処理可能な国外廃棄物等を、

我が国の対応能力の範囲内で受け入れ、途上国における環境・健康への悪影響の低

減と資源としての有効活用を図る。 

このため、そのような有害廃棄物等の輸入手続に対する事業者理解が促されるよ

う、ホームページ等を通じた手続案内等を拡充するとともに、バーゼル条約の枠内

での手続の簡素化等により、手続に要する期間の短縮に努める。 

 

③ 石炭灰、高炉水砕スラグなど、我が国での利用量に限界がある一方で、他国にお

ける安定的な需要のある循環資源においては、輸出先での再生利用等において環境

汚染が生じないことが担保できる場合については、物品に応じた必要な輸出後の処

理手続の確認を行いつつ、手続の迅速化を講じることなどにより、輸出の円滑化を

図る。 

 

 


